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○ 各種加算におけるこれまでの改定方法の経緯



※ 昭和５９年以降の改定方法については、生活扶助基準が据え置きの場合は据え置いている。

加算名称 老齢加算 母子加算 障害者加算

創設時期 昭和３５年 昭和２４年 昭和２４年

創設以降
の改定方
式の変遷

・昭和３５年

老齢福祉年金創設に伴い、生活保護受給者にも福祉
年金の目的が達せられるよう老齢福祉年金と同額の加
算創設。
（月額1,000円）

・昭和５１年

それまで生活扶助基準との均衡等からみても容認しう
るものとされた福祉年金が大幅に改善(7,500円→12,000
円)されることに伴い、福祉年金準拠を変更。

具体的には、一類基準額とある程度の均衡を保つこと
が望ましいとして、一類基準額の一定割合（65歳以上の
男女平均額の1／2）に設定。（8,000円）
以降、生活扶助基準改定率に準拠して改定。

・昭和５９年（水準均衡方式導入時）

加算が対応する特別需要としては、概ね現行の水準で
充たされているとの所見のもと、今後も実質的な水準が
維持できるよう、生活扶助基準本体と異なった取り扱い
にするものとして整理。
以降、物価の伸び率を基本として改定（※）。

（注）平成１６年度～１８年度にかけて段階的に廃止

・昭和２４年

追加栄養所要量等を満たす為の費
用を算定。

・昭和３５年

福祉年金制度創設に伴い、母子福
祉年金と同額改定。（当初、母子福
祉年金は老齢福祉年金と同額であっ
たが、昭和39年から老齢福祉年金の
1.3倍程度に増額）

・昭和５１年

老齢加算との均衡等に配慮し、適
切な水準にするものとして、老齢加算
の約1.3倍に設定。

以降、生活扶助基準改定率に準拠
して改定。

・昭和５９年
同左

（注）平成１７年度～２１年度にかけ
て段階的に廃止したが、平成２１
年１２月に復活

・昭和２４年
同左

・昭和３５年

福祉年金制度創設に伴い、障
害福祉年金と同額改定。（当初、
障害福祉年金は老齢福祉年金
と同額であったが、昭和39年か
ら老齢福祉年金の1.5倍程度に
増額）

・昭和５１年

老齢加算との均衡等に配慮し、
適切な水準にするものとして、
老齢加算の約1.5倍に設定。

以降、生活扶助基準改定率
に準拠して改定。

・昭和５９年
同左

各種加算におけるこれまでの改定方法の経緯①



※ 昭和５９年以降の改定方法については、生活扶助基準が据え置きの場合は据え置いている。

加算名称
児童養育
加算

放射線障害者加算
妊産婦
加算

在宅患者
加算

介護施設
入所者加算

創設時期 昭和４７年 昭和４３年 昭和２４年 昭和２５年 平成１２年

創設以降
の改定方
式の変遷

・昭和４７年

中学校卒業前の第
３子以降を対象にした
児童手当制度が創設
されたことに伴い、同
額の加算を創設。

（創設当初の名称は
「多子養育加算」）

以降、児童手当の制
度改正に連動し、加
算対象等を変更。

（昭和６１年に対象が
第2子（義務教育以

前）以降に拡大したこ
とに伴い名称を「児童
養育加算」に変更。）

・昭和４３年

原爆被爆者に対する
健康管理手当制度が創
設されたことに伴い、同
額の加算を創設。

以降、当該手当と連動
して改定。

・昭和２４年

妊産婦が加配米を購
入するための費用として
算定。

以降、栄養所要量や
生活扶助基準改定率に
より改定。

・昭和５９年

水準均衡方式導入に
伴い、基本的には物価
の伸び率により改定
（※）。

・昭和２５年

在宅患者が加配米を
購入するための費用と
して算定。

以降、栄養所要量や
生活扶助基準改定率に
より改定。

・昭和５９年

水準均衡方式導入に
伴い、基本的には物価
の伸び率により改定
（※）。

・平成１２年

介護保険制度創設に
伴い、介護施設入所者
本人の裁量的日常経費
に対応するものとして創
設。

（参考）介護保険創設
以前の措置制度におい
て、無年金の施設入所
者に対して、裁量的日
常経費に相当する費用
を手当していた。

以降、基本的には物
価の伸び率で改定（※）。

各種加算におけるこれまでの改定方法の経緯②


